
学校防災（地震・津波）マニュアル 

 
 平成２８年熊本地震の経験を踏まえ､地震・津波が発生した場合の具体的な対応について以下のよ

うに取り組んでいく。 

 

１ 事前の危機管理（備え） 

（1） 防災教育の実施 

  ・ 災害の危険を理解し、安全な行動ができるようにするとともに､他の人々の安全にも気配り

できる児童を育成する。 

・ 特別活動や学校行事等での指導の徹底を図るとともに、日常の指導を通して、防災意識を培

っていく。 

  

（2） 避難訓練の実施 

・ 災害非常時における心構えを学ぶ活動を４月の避難訓練時と後期の始業式に行う。 

・ 地震・津波に関する避難訓練は、熊本地震が発生した４月に開催する。 

・ 保護者に対しては、地震、津波、風水害発生時の避難場所は、本校体育館であることや場合

によっては引き渡しを行うこと・引き渡しの方法等を事前に周知しておく。 

 

（3） 防災に関する職員研修の実施 

  ・ 年度初めの職員会議で、防災計画・マニュアルについて全職員で確認する。 

・ 避難訓練後に、計画の問題点について出し合い、よりよい防災計画になるよう見直しを行う。 

・ ７月の授業参観時に行われるＰＴＡ主催の救命救急法の講習に参加する。 

・ 熊本地震への対応や明らかとなった課題について研修する。 

 

（4）保護者・地域と連携した体制づくり 

  ・ 学校の地震、津波、風水害等発生時の対応の仕方を知らせておくとともに、学校での引き渡

しの方法についても確実に周知しておく。 

・ 緊急時の連絡及び安否確認がスムーズにできるように、安心・安全メールへの登録を依頼す

る。また､公民館の放送施設も活用する。 

 

（5） 安全点検の実施 

  ・ 防災計画に従い、施設の点検を確実に行う。 

・ 毎月１５日前後を安全点検の日と定め、全職員の安全への意識を高める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 地震・津波発生時の危機管理：在校時 

（1） 地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 地震による津波発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生 

児童へ安全確保指示 自衛消防隊 

 通報連絡班 

 消火班 

 避難誘導班 

・揺れが収まるまで机の下に待機 

・避難路の確保（出入り口の開放） 

・火気の確認 

避難 

避難の必要性の判断 

避難場所 

① 学校対策本部設置 

② 人員点呼（担任は校長報告） 

  行方不明者の捜索 

③ 負傷者の有無の確認 

  児童の不安に対する処置 

④ 負傷者の安全確保 

  救急車の要請・誘導･付添 

⑤ 情報収集 

＊出席簿と緊急連絡票の準備 

火災発生時 

 消防署通報・教育委員会連絡 

避難方法の決定 

放送連絡（教頭） 

教頭放送 

児童の避難誘導 

  避難誘導班 

避難場所 

①～⑤の実施 

初期消火 

消火班 

重要文書等の持ち出し 

通報連絡班 

消防隊との連携 

津波注意報･警報発令 

保護者への引き渡し 

津波避難場所への避難   体育館または校舎 2 階 （校舎の被害状況によって判断） 

① 学校対策本部設置 

② 人員点呼（担任は校長報告） 

  行方不明者の捜索 

③ 負傷者の有無の確認  児童の不安に対する処置 

④ 負傷者の安全確保 

  救急車の要請・誘導･付添 

⑤ 情報収集 

⑥ 保護者への引き渡し方法 

 ア 引き渡しが可能か判断 

 イ 保護者へ連絡（一斉メール・公民館放送） 

＊出席簿と緊急連絡票の準備 

＊引き渡しの方法・運動場への車の進入経路（一方通行）については、事前に保護者周知 

児童引き渡しと待機 

震度 4以下（津波警報無） 

原則として下校させる。保護者から要望があった児童のみ学校待機 

震度 5以上 

 学校待機の上、保護者への引き渡しを行う。 



３ 地震・津波発生時の危機管理：登下校時 
 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 災害後の危機管理  

（1）災害後の対応 

  ① 正確な情報の把握 

  ② 救急救命処置 

  ③ 安否の確認（児童･保護者･職員） 

  ④ 心身の健康状況の把握 

  ⑤ PTA･地域との連携 

  ⑥ 教育委員会への報告 

  ⑦ 報道機関への対応 

 

（2）心のケアに関すること 

  ① 児童･保護者 

   ア 児童や保護者への個別の面接 

   イ 必要に応じて専門機関への相談 

  ② 教職員に関すること 

   ア 児童への助言とストレス対応のための研修 

   イ 教職員間での情報の共有と共通理解 

   ウ 個別の支援 

 

（3）本校が避難場所になった場合           

 

地震発生 

児童各自で安全確保 

揺れが収まるまで、建物、木、電柱、電線から離れた自動車の通ら

ない安全な場所で姿勢を低くして待機する。 

強い揺れで、津波警報の放送 

急いで学校へ避難 

弱い揺れの場合は､そのまま登下校する。 

 判断が付かないときは学校へ 

津波避難場所への避難   体育館または校舎 2 階 （校舎の被害状況によって判断） 

①～⑤の措置 

地震発生 

地域住民等の学校への避難 

避難所開設 

避難所管理･運営 

避難所自治組織の確立・学校再開準備 

避難所機能と学校機能の同居 

避難所機能の解消・学校機能の正常化 

 

・学校の被災状況の確認（教頭等） 

・避難所として体育館の確認と解錠（役場） 

 

 

・対策本部開設（校長室：対策本部 職員室：学校機能準備 保

健室：けがや病気等への対応） 

・町職員への協力（必要に応じて、職員が交代で避難所対応） 

 

 

･地域や関係機関との連携 

 

 

 

＊風水害による避難所開設の場合もこのマニュアルに準ずる。 


